
○ 経済産業省として、登録した平成26年度の事業予算を確保できなかったため、当該年度の目標の見直しを実施した。
○ ただし、総務省及び文部科学省との役割分担の見直しは行わず、共同の検討・イベントの参加など、できる範囲内
での連携は継続して行う。
○ 平成26年度に掲げていた目標は平成27年度にスライドするが、平成28年度末までの達成目標は当初計画を達成で
きるよう事業の予算化を目指す。



○ 平成26年度予算案の状況も踏まえつつ、質的・量的に膨大なデータの連携技術、統合解析技術、可視化技術を対
象とする研究開発を実施し、研究開発に当たっては出口（社会実装）を強く意識し、早い段階から実証実験を行う。
○ また、人材育成ネットワークの形成を通じて、数学や統計等の基礎的な理論の習得と実践経験の重要性を発信し、
多様なデータから価値を見出すとともに、現実社会での意思決定に活かす人材の育成を目指す。


